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1. はじめに

本研究は,固 定資産台帳に記載された新築年次別の現

存棟数と除却棟数から,木 造専用住宅の寿命を推許しよ

うとするものである。前報
1)では各都市別の資料を一括

したものについて木造専用住宅の寿命を算定したが,本

報では引き続いて各都市別のデータを分析する。調査対

象は昭和 59年時点で人口5万 人以上の都市 (表-1参

照)で あり,ア ンケー トによって昭和 56年から'58年の

間のある調査時点における,本 造専用住宅の各新築年次

別の現存棟数と滅失棟数を調査した。調査方法および資

料内容は前報とまったく同一である。

2.寿 命の定義

前報においては,人 間の平均余命の計算方法に従って

木造専用住宅 (以下 「住宅」と略す)の寿命を求めたが,

年代的に資料が十分でないため,残 存率が10万分の 1

になるまでの残存率曲線の形を推計して数値を求めた。

しかしながら都市別に分析を行う場合にはこうした推計

を行うに十分な年代的資料が存在しない場合が多い。特

に高年代においてこの傾向が頭著であり,住 宅寿命の推

定誤差も大きくなることが考えられる。そこで今回はま

ずコーホー トの 10%か ら50%ま での建物が失われる

までの年数 (それぞれ Bl.9』的などと表現する。なお

B"は ,メ ディアンとも呼ばれる)を 計算し,住 宅の寿

命としてはその中から,3●(30%滅 失)と ,33(50%減

失)を 代表として用いることとする。計算方法について

は前回と同じく累積ハザー ド法によるが,今 回は単純に

残存率 R(3)が 70%あ るいは50%な どとなる時点を求

めることになる。なお年数の小数点以下の部分は,直 線

補完によって求めた。

3.都 市別の住宅寿命

各都市の Bl.～β・.および,新 築年次別現存棟数の合

計を表-1に 示す。本研究で使用した資料は明治初年か

らのものであり,そ れ以前のものはすべて一括して扱わ

れているため分析には含めていない。表中で中によって

示されているものは,計 算結果が116年 (明治元年末か
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ら昭和 59年 までの年数)を 越えるため,値 を求めるこ

とができない場合である。以下の分析では数値が明確な

場合のみを対象とする。

4.住 宅寿命による地域分類

住宅寿命の地域差を見るため気候や都市数などを勘案

して,各 都市を北海道 ・東北,関 東,甲 信越 ・北陸,東

海,近 検,中 国 。四国,九 州の 7つ の地域に分類 し,

ど1・～Bseの平均値と標準偏差を求めた。その結果を表
-2に 示す。この結果では関東プロックが最も短い寿命

で,次 いで北海道 ・東北プロックとなる。甲信越 ・北陸

を含む以西の地域では住宅寿命にさほど差はないように

思われる。この点を確認するため,各 地域を2つずつ組

み合わせて,J:。～Bs。の平均値の差について を検定を

行ったか。結果を表-3に 示す。さらに各地域間の類似

性を見るため,検 定の際に得られた けの値から計算さ

れる け分布上の両側確率を親近度の指標として利用し,

数量化IV類を適用して分類を試みた。。け検定では,得

られた との値に該当する確率 (ここでは両側確率)が

0に近ければ帰無仮説が捨てられ,そ の2つの地域の平

均値には差があるとみなされる。この場合は親近度は少

ないと考えてよい。逆に けの値に該当する確率が 1に

近いとこれらの地域は同一の母集団から1のサンプルで構

成されているとみなされることになる。計算には,1か

らこの確率を引いたもののぅβl.～ユ.についての和を

親近度の指標 (最本 :0,最 小 :-5)と して利用した。

得られた結果の第 1軸 と第 2軸の値によって各地域をブ

ロットしたものが図―lで あるが,北 海道 。東北と関東

がそれぞれ特異な位置を占める以外,ほ かの地域には目

だった差がないことが分かる。このように中 ・西部日本

と比較して地域差が生じる理由としては,北 海道 。東北

プロックでは寒冷と積雪という気象条件の影客があり,

また関東ブロックでは経済の活性度が高いため,住 宅更

新のサイクルが早いということが考えられる。したがっ

て以下の分析においては,各都市を一括する場合 (全国)

と,北 海道 。東北,関 東ぅ中…西部日本の3地域プロッ

クに分類した場合について行うこととする。

5,都 市別の住宅特性との関連

住宅寿命の違いと,各 都市の住宅特性の関連を分析す

都市別にみた本造専用住宅の寿命

木造専用住宅の寿綸に関する調査研究 そ の2
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るため,各 都市における以下の項目とB30およびB50と

の相関分析を行った。/

①人口 (調査時点でアンケートに記入されたもの)

②住宅の年齢構成 (経年別の割合)

③昭和58年住宅統計調査による1住戸の平均床面積

④同上調査による持家率 (調査結果より算定)

⑤同上調査による人口当たり住宅数 (同上)

相関係数を求めた結果を表-4に 示す。,なお表中の数

字の肩に付けた辛中と中はそれぞれ1%,5%の 危険率

で有意な相関であることを示す。なお相関係数が大きく

ても有意な相関ではない場合があるのは,分析したサン

プル数に違いがあるためである。   |

1)都 市規模との関係

都市の規模を表す指標として人口を用いるが,そ のま

まの数値では,都 市間の格差が大き過ぎて直線的な相関

関係を見るためには不適当と考えられたので,人 口の自

然対数との相関係数を求めた。北海道 。東北プロックで

は有意な相関はみられないが,ほ かの地域ブロックと全

国的なレベルでは有意な負の相関があるるこれは,一 般

一-58-一

表-1-1 都 市別の10%～ 50%減 失年数

都 市 名  1 0 1 減失 年  2 0 1   3 0 イ   4 0 1   5 0 1  お 棟 数    都 市 名  1 0 】減 失 年  2 0 1

1 7 ` 3 1    2 4 . l S

i O . 0 0    1 9 , 1 5
1 3 . 7 0    2 4 . 5 9

県
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20.10  2● .78

21.52   27.14
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34.22   38.52

16.55   22.70

22.12   21.30

19,52   24.46
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に大都市ほど住宅の寿命が短いという傾向を示してい

る。

2)経 年別の割合との関係

各都市の新築年次別の現存棟数から,あ る年数以上の

住宅の割合を10年ごとに求め,そ れらとの相関関係を

見たものである。計算方法から明らかなように,B30お

よび』的は各年次頼の住宅の滅失率のみによって決定さ

れ,そ の都市における住宅の年齢構成とは原理的に独立

である。いずれの場合でもB9。およびB50は,経 年別割

合とは有意な正の相関を示している。すなわち経年数の

大きいものの割合が高いほど,そ の都市における住宅の

寿命は長くなる傾向にある。全国的にみた場合は経年

60年以上の住宅の割合が,地 域プロック別でも50～70

年以上の住宅 (ほぼ昭和以前に建てられたもの)の 割合

が高いほど,住 宅寿命も長いということになる。

経年数の大きい住宅の割合が高い都市とは,過 去に形

成された住宅ストックが現在も比較的良好に保たれてい

る都市であり,こ れが成立するためには以下の条件が必

要であると考えられる。



表Tl-2 都 市別の10%～ 50%減 失年数 (続)
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①住宅が急増している都市ではないこと。

②過去の住宅ストックが比較的良質であること。

③現時点での住宅更新の要求が比較的少ないこと。

ちなみに経年60年以上の住宅の割合が10%以 上で,

島 が36年以上の都市を挙げると,会 津若松 ・武生 !

彦根 。近江八幡。大和郡山■米子 。倉吉 。笠岡・下関・

唐津となり,い ずれもかつて城下町や商業の拠点であっ

た地方の中核都市である。これらは都市としては比較的

成熱じ安定していると考えられ,住 宅の寿命が長いとい

うことも常識的にも納得できると思われる。地域プロッ

ク別では,関 東プロックにおける相関係数がもっとも高

い。

またB"と B"を 比較すると,β抑の方が全般的に相

関係数が高くなるとB30にかかわるのは比較的新しい年

代の住宅であり,こ の場合の寿命は都市全体の住宅の年

齢構成とは関係が薄くなっているということになる。

3)住 宅面積との相関

各都市における住宅水準を表す指標のひとつとして,

昭和 58年住宅統計調査4)(以
下 「住宅統計調査」と略す)

に示されている各都市別の専用住宅 1戸当たりの平均延

べ床面積を取り,ユ 。との相関関係を全国レベルでの散

布図としたものが図-2で ある。グラフ中にプロットさ

れた数字はサンブル (都市)の 重複数を示しており,参

考のため回帰直線の切片をX・y軸 上に Rで 表した。

'30,あ0との相関係数はそれぞれ0,360,0。306であり,

いずれも有意である。すなわち住宅の平均延べ床面積の

大きい都市,つ まり住宅の広い都市ほど住宅寿命も長く

なる傾向がある。地域ブロック別では関東ブロックの相

関係数が高く,そ の傾向が強く表れている。

4)持 家率との関係

同じく住宅統計調査による各都市別の住宅総数と持家

総数から計算した住宅持家率と,全 国レベルでのB..と

の関係を図-3に 示す。グラフの表現は図-2と 同様で

ある。本研究での対象住宅は,固 定資産台帳上の区分に

よる木造専用住宅であり,本 来ならば住宅統計調査の同

類の分類に属する住宅の持家率と比較するのが本筋であ

ろうと思つれる。しかしながら同報告書には,そ うした

数値が都市別には記載されていないこと,全国的には木
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表-2 地 域のBII～B・.(10%～ 50%減 失年数)

地 域
B10 B20 B30 B40 B50

平均  StD. 平均   SeD。 平均  S.D. 平均  S,D. 平均  S.D.

胡 礎 ・期 ヒ 19,06   1.89 23.96   3.25 29.12 6Ⅲ39 33.67   7.48 39`05   9.57

腺 18,07   2,07 22.94 2.髄 27.63   4.18 32.66   7.48 a7.38   S.30

軸岡巴PJ健 22.83   6.06 郷.86 6117 35:38  7。61 42。31  12.46 43.36  13.53

購 21. 5 8  5。38 26.63 ‐4.12 31.08   3.90 35,39   4。58 41:94  6.87

職 22.89   4.33 23.73  13.86 35Ⅲ23   6.91 43.14   9.22 30.65  16.03

中国 ・四国 22.55   3。63 29.02   5.,13 35.01   7.61 41.07  10.86 46.76  14.09

力J明!,中叫電 20.83   4.97 27.35   7.40 33531   9.29 40.13  11.56 46.10  13.20

飾 20.82 4.31 26.45   5。23 32.00 7,銘 37.84  10.10 43.60  12.37

造住宅の割合がかなり高いことから,構 造などの分類を

しない住宅持家率を用いることとした。また10万人以

上の都市では,同 報告書から専用住宅持家率を求めるこ

とができるが,本 研究の対象都市には5万人以上のもの

も含まれるので1分 析の精度を上げる必要からやはり住

宅持家率を用いることとした。なお本研究の対象となっ

た都市の範囲で,住 宅持家率と専用住宅持家率の相関係

数を求めたところ0,9969となり,結 果的にはいずれの

数値を用いて も大差はないものと考えられる。B30:B50

と各都市の住宅持家率の相関係数はそれぞれ0。350,

0,332であり,い ずれも1%の 危険率で有意な正の相関

を示している。

5)人 口当たり住宅数との関係

住宅数としては,住 宅統計調査による住宅総数,持 家

住宅総数,専 用住宅総数を用い,人 口 1万人当たりの数

値 (それぞれ 1万人当たり住宅数,持 家数,専 住数と略

す)を 計算しBど。・B`tとの柏関係数を求めたとなぉ専住

数については人日 10万人以上の都市についてのみ調査

したとまた人口を住宅統計調査の住宅総数で割うたもの

(1住 宅当たり平均居住人数に相当)と の相関も求めた。

これは1万人当たり住宅数とは,小 数点を無視すれば逆
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S.D.:―

数の関係にある。              ‐   ・

1万人当たり住宅数,専 住数と住宅寿命は負の相関関

係にあるのに対しfl万 人当たり持家数については正の

相関関係がみられる。これらを総合して考えると以下の

装-3 地 域間の ,1.～B50(10%～ 50%減 失年数)の ,検定結果
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衰-4 30材 ,50%減 失年数 (,3●,'|●)と 都市別住宅関連諸指標との相関係敏
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50%減失年数

図-2 30%減 失年数と専用住宅平均廷べ床面積

ようなことがいえよう。まず人口当たりの住宅数が増え

ると住宅寿命が短くなるのは,持 家以外の住宅数が多く

なることによるものと考えられる。このことは1住宅当

70   80   9°
  100  11。  120

30%減 失年数
図-3 50%減 失年数と住宅持家率

たり平均居住人数との相関関係からも推察される。1住

宅当たりの平均居住人数が少ない都市では住宅の寿命が

短いという結果は,単 身に近い世帯が多いほど住宅の寿
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命が短いということと同じ―である。こうした世帯は,一

般に借家に居住する場合が多いと考えられるから;こ の

点からも先に述べた内容が推測できよう。一般に持家に

比較して,借 家等の住宅は面積が狭いなど質的に劣って

いると考えられ,ま た貸家経営上の都合からも更新が早

くなる傾向にあるとすれば,こ うした住宅の多い都市で

は住宅の耐用年数は全体としては短くなるものと考えら

れる。先に述べた持家率との関係や,1万 人当たり持家

数が多くなると住宅の寿命が長くなるということも,こ

うした事情の裏返しと考えれば理解できよう。

6)1地 域ブロックごとの特徴

以上の分析結果にみられる関係は,い ずれも関東ブ

ロックでは高い相関係数となって現れる。それに対して

中 。西部日本では相関係数は低い。相関係数あ大小はナ

ロックに含まれる都市数の違いにも影筆されるが,関 東

プロックにおいて相関係数が高い,す なわち以上に挙げ

た各要因が木造住宅の寿命に比較的強く影等していると

いうことは,人 口の急増に対応するため住宅建設需要が

旺盛であったことと関係があるように思われる。すなわ

ち首都圏近郊に新興住宅地が多く開発される‐方で歴史

のある都市も多く,そ れらの間でのス トッタの形成 。更

新過程の違いが木造住宅寿命の差として鮮明に現れたも

のと推測される。他方,中 ・西部日本では局部的には関

東プロックと同様の傾向があるにしても,全 体としては

成熟した都市が多く含まれることから,こ うした関係が

現れにくくなつているものと考えられる。

6 . 結 語

木造専用住宅の寿命を都市別に算出し,地 域ごとの平

均を求めて差を見たところ,北 海道 。東北プロックと関

東プロック,中 ・西部日本の3地域プロックに分類でき

ることが分かつた。住宅寿命は関東プロックで最も短く,

ついで寒冷 ・積雪の影筆が考えられる北海道 。東北ブ

ロックで短いという結果となった。また都市における住

宅寿命の長短はその年齢構成とも関連が深く,都 市全体

の中で古い住宅の占める割合 (ことに経年 50～70年以

上の住宅の割合)が 高い都市ほど寿命も長くなる傾向に

あることが分かった。また,専 用住宅の面積や住宅の持

家率が大きい (高い)都 市ほど,住 宅の寿命も長くなる

傾向がある。

その一方では,人 口が多く,持 家以外の住宅が多い都

市では寿命が短くなる傾向もみられる。その理由として

は,借 家の割合が高いために,住 宅としての質に問題が

あるものが多いこと,貸 家経営上の理由から更新が早く

富岳岳皇釜:督 言景黒十臭詠岳を言繁需票擦毛君
景星督

よる木造住宅の建て替え促進や建築基準法の防火規定な

どによる影等も考えられる。     ~ '  !

こうした傾向を時間軸方向に拡大して考えるとするな

らば,人 口の増大と流動性の高まり (これは借家居住者

の増大につながると考えられる)に表される大都会化の

進行は;住 宅の全体構成の変化によって木造住宅の寿命

を短縮する一方,持 家比率の高まりや住宅面積の増大な

ど住宅あ全般的な賃の向上は,住 宅寿命を廷長する方向

に作用するものとみなすことができる七
―'|■

今後の方向としては大都会化の進行が地域的には浪定

されている反面です1全国的には木造住宅の比率‐がまだま

だ高く持家比率が高まる傾向にあること:お よび住宅面

積も拡大の傾向にあることなどから1全体とし|て木造住

宅の質の向上が期待され,寿命は員くなる方向に向かう

ものと予想される|         |

なつ本論文作成に際し,東 京大学大型計算機センター

ならず|に新潟大学情報処理七‐ィターを利用したことを付

記する.‐         ―

練套1粂志交隼言本をさ官宮ヨ害歴患吾督長を三皇茎霊
雷系説文報告集第363■9,pO.20～26,1986.5
なお前報で調査対象都市を示した表に大阪市が含まれて

いたが,誤 記であるので削除する。

歩検定の場合,2集 団の分散が等 しいという前提がある

が,そ うとはみなせない場合には近似的に扱っている。

詳細は参考文献 1)197頁 参照。

参考文献2)に よる。

総務庁統計局,昭 和 58年,住 宅統計調査,都 道府県福
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A STATISTICAL STUDY ON LIFE TIME OF JAPANESE W00DEN HOUSES

Part 2 Analyses by city

by Dr.YUK10 KOMATSU,  Associate Prof.  of Niigata

Univ., and Dr.YASUHISA KATO, Associate Prof. of

Oyama National College of Technology. lMembeFS Of

A . I . J .

In this part of the report, using the same data as the for】ner part, we calculated the life ti:ne of wooden houses

in several forms by city. frhey are represented by the terms of 10, 20, 30, 40 and 50 0/0 0f COhOrt shOuld be re‐

moved. irhen taking the removal terms Of 30 and 50% Of COhOrt, we analyzed the correlativities with some char‐

acteristics of dwellings of each city. The rёsults are as follOws t the pOpulation of a city tend to have negative

correlation with the life time of wooden houses, and the rate Of aged hOuses the rate of owned hOuses and the

average area of floor space of dwelling are tend to have positive correlations.
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